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く刊行物序文などに拾う〉

昭和32年（1957年）

“アジア問題研究機関【投鷹の構想（l．

26　r毎日新聞Jく夕刊〉　から〉

アジア問題研究機関

首相，設置の構想示す

一一一橋大学教授板垣典一，東大教授川野重

任，曖大教授山本登，経済企画庁経済協力

局主査原覚天，アジア協全調査研究部長藤

崎信幸の5氏は26日午前9時箱根宮の下に

静養中の岸首相を訪れ，約1時間にわたり

東南アジアの経済問題について懇談した。

懇談の席上岸首相は次のような構想を明

らかにした。

わが国に強力なアジア問題研究機関を作

り日本に来ればアジア問題はすべてわかる

ようにするべきだ。これは民間の団体とし

て資金は政府が世話をする形が一番よい。

（以下略）

昭和33年（1958年）

「一粒の種子は蒔かれた」（12．0　財団法

人アジア経済研究所役立披耳パーティー

における岸総理のことばの趣旨）

仙一一粒の種子は蒔かれた－

本日ここにわが国のアジア研究のために

貪重な「一粒の種子」が蒔かれたことはま

ことに意義深く　も慶賀にたえない。およそ

アジアに関心をいだく人々は，今後責任と

良識をもってこれを育成するであろう。

日本のアジア研究はかつては世界に冠た

るものがあった。わたくしはわが「アジア

経済研究所」が先人の保革を凌駕して，再

び■アジア研究の世界的権威を確立する日の

遠からざることを確信して疑わない。

股立にいた引経輝く12．8「財団法人ア

ジア軽済研究所案内雷」から）

この研究所創立の発端は昭和32年8月25

日，アジア関係学者有志が箱根宮の下に静

集中の岸総理を訪ね，「アジア調査機関設

立の緊急性」を建議して総理の賛同をえた

ときに遡る。

続いて同年9月ごろ以来，自由民主党の

「アジア問題調査会」（委貝長松村謙三氏）

においても「アジア調査機関設立の問題」

が真剣に採りあげられ始めた。

33年1月16日，前言己学者を中心とする学

界・民間機関および言論界等の代表20氏は，

改めて「アジア研究機関設立に関する要望

書」を岸稔理ならびに前尾通産大臣に提出

し，33年度予算措置に関し善処かたを要請

しその諒承をえた。

これと前後して経団連も「海外経済協力

政策振興iこ関する声明」をだし，そのなか

において将来．貿易伸長がとくに期待され

るアジア地域の調査に関する専門機関の早

期設立かたを要望し，また貿易業界もアジ

ア経済に関する権威ある「調査機関および

資料センター」の創立を強く主張した。

かくて学界をはじめ政・財界の一致した

要請のもとに，アジア研究機関設置の機運

は漸次実現への途を拓くにいたった。

ここにおいて通産省は．これら民間側の

意見を全面的に尊重し33年度新規事業とし

て構想中の通産省付設の「アジア産業貿易

に関する研究機関」を民間機関とすること

に方針を変更した。

このため通産省は33年度予算として「ア

ジア経済事情調査委託費」10，000千円，「海

外投資等基礎調査補助金」および「機械工

業振興補助金」から各10，000千円，計30，000

千円を計上するに至ったので，この間題に

たいするかねてからの各界の要望は遂に通

産省所管の民間機関として実現することが

確定した。

経団連は昭和33年7月18日，財界・民間

機関及び学界73氏からなる第1回設立準備

委員会を開いて財団法人「アジア経済研究

所」寄付行為案・事業計画案・収支子井案

について審議するとともに，政府資金に見

合う民間資金21，000千円の募金についても

協議をすすめ，財界一般の賛同をうるにい

たった。

準備委月食は9月1日，千代田区丸の内

1－2永楽ビル3階の経団連分室内に「設

立準備事務所」を開設し所要の事務局安貞

を配置したが，その後同準備事務所は通産

省・経団連との三者連絡協議会を随時開き

つつ，着々として設立準備事務をすすめた。

一一万11月25日，岸総理主宰のもとに開催

された「海外経済協力懇談会」は昭和34年

度においてはかなり「大規模の調査機関」

を設立することを申合せたが，今年度はと

りあえず「アジア経済研究所」を早急に発

足させることを決議し，その理事長として

前開発銀行総裁小林中氏が全員一致して推

された。

経団連は政府のこの要請に応え．11月28

日午後3時から千代田区丸の内銀行倶楽部

大会議室において「第2回設立準備委員会」

を開いたが，植村甲午郎氏の設立準備事務

の進捗に関する経過報告のあと動議により

これを「設立総会」に切換え．別掲の如き

寄付行為案・昭和33年度および鋸年度事業

計画ならびにこれに伴う予算案を審議決定

するとともに理事・監事・顧問を選任しこ

こに「アジア経済研究所」は正式に発足し

六二。

小林理事長は12月8日．午后4時から大

手町ビル5階の新事務所に政・官・財・学

・言論界の名士500余名を招いて「創立披

露パーティ」を開催したが，特に臨席の岸

総理は別掲の如き「激励の辞」を述べて研

究所将来の発展を確約した。
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股立趣意■（12．16　高林通商産業大臣

へ提出の「財団法人アジア経済研究所股

立粁可申譜雷」から）

わが国とアジア諸国とは地理的・歴史的

に特殊な関係にあるが，最近の世界経済に

おける顕著なブロック化の動向に対処して，

海外依存度のたかいわが国経済を今後，長

期にわたって拡大発展せしめるには，とく

にアジア諸国の経済建設に協力しつつわが

国の安定した輸出入市場を開拓・確保する

ことによりアジア諸国との経済紐帯を強化

することが肝要であり，おそらくこれが成

否如何はわが国経済の将来を左右すべき重

要問題であるといっても過言でないと考え

る。

今日わが経済界の最も痛感することは，

アジア諸国にたいする経済協力に関してそ

の方向や将来性について適切な判断を下す

ための基礎的諸資料が殆んど整っていない

ばかりでなく，国内において常時アジア経

済開局を調査研究すべき専門機関を欠いて

いることである。このことは官民を通じて

アジア経済に深い関心をもつものの均しく

痛感している問題であると思われる。

周知のごとく，戦後独立した新興国をも

含めてアジア諸国の大部分は先進諸国の援

助協力などにより経済開発計画を樋力推進

しようとしているが，各国共に多かれ少な

かれ，政情の不安定，旺盛な民族主義，国

内資本の不足．経済法規・経済制度の不備

等がうかがわれ，さらに共産諸国の援助攻勢

などが加わって，これらがわが国の経済協

力を促進するうえに幾多の困難な諸条件を

形成している。したがって対アジア経済協

力の促進に際しては，現地の政治・経済・

労働・社会・資源・外国援助などをはじめ

現地の風俗・習慣・気象・輸送その他各般

の問題についての精密適確な現状把捉や将

来の見通しに資する客観的な信頼すべき調

査資料をまず整備し，これにもとづいて傾

重に検討し判断を下すことが何よりも重要

である。この意味においてアジアに関する

既存の各種資料の蒐集・整備・利用の促進

をはかるとともに，とくに従来欠けている

その社会・経済分野における基礎的諸条件

につき，直接現地に赴いて生きた実態調査

を推進することがなによりも肝要である。

しかしわが国の現状においては，遺憾な

がらこれら関係資料の満足な入手は殆んど
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不可能に近く，このため例えば民間企業は

個々のケースに直面していちいち現地調査

を行っているが，このように基礎事情につ

いてはしばしば重複した調査を行っている

にも拘らず，必ずしも充分な資料を竪ええ

ない状態である。これまでもアジア地域に

たいする経済協力のかけ声が大きいのに反

して，同地域にたいするわが国の合弁企業

が比較的少く．またそれらが予期の効果を

あげるに至らず，とかくわが国の対アジア

経済政策に立遅れのきらいがあるのは．恐

らくかように地道な基礎的研究ならびに資

料整備の不備による面がすくなくない。し

たがってアジア経済の基礎的実態にかんす

る絵合的専門調査機関を1日も早く設置す

ることは，こんにち何よりも急務であると

確信する。

われわれはかねてより以上のごとき観点

から，アジア経済調査機関の設立の必要を

痛感し，今般関係官庁ならびに経済界・学

界が柑共に協力し，民間機関としての「ア

ジア経済研究所」をここに設立しようとす

るものである。

今般設立されるべき「アジア経済研究所」

はアジア並びにこれに隣接する地域の経済

の実態につき必要な現地調査を加えて総合

的かつ科学的にこれを調査研究し，その結

果を広く官民関係者に広報して民間企業の

対アジア経済提携や政府のアジア経済政策

推進の有力な基礎的資料とし，もってアジ

ア諸国の要請に応えて経済協力を促進する

とともに，ひいてはわが国とアジア諸国と

の経済紐帯の強化に寄与し相互の経済発展

の一一・助となることを期待するものである。

昭和34年（1959年）

『資料月報』発刊の辞（11．1所長菓畑

精一）

アジア経済研究所は昨秋設立以来，調査

研究の充実のため資料整備を重視し内外文

献の完全な収集を意図してきましたが，創

立初年度事業として今春3月以降，東南ア

ジア13カ国にたいし3址5名からなる「資

料事情調査址」を75日■－120日にわたり派

遣するとともに「現地資料の買付け」を行

ない．もって今後の資料入手ルートの開拓

に努めてまいりました。この結果，東南ア

ジア諸国で本年5月以前に刊行された政肝

・民間の各種資料やく5，000点がすでに到

着しておりますが，その他，国内の書店を

通じて発注した新聞・雑誌・図書類をあわ

せ，10月末現在の入庫点数はゆうに10，000

点を突破いたしました。

これらの資料は「アジア資料センター」

として一一日も早く公開して広く一・殻の利用

に供したいと考えておりますが，本年度は

研究所のスペースが狭億にすぎてこれを許

さないので，とりあえず各種研究委月全の

メンバーをはじめとくに必要な関係先への

貸し出しを開始しております。

この「資料月報」は当研究所の資料収集

結果を関係方面におしらせするために刊行

するものであります。大方のご利用を願い

たいと考える次第であります。

昭和35年（1960年）

「鯛董研究報告双雷第1集－インドの

労働事情－」刊行の辞（2．20　台轟小

林　中）

第2次大戦後，いっせいに独立を達成し

たアジア諸国は．近代国家としての完成を

目指しつつ意欲的な経済建設計画に着手し

たが，アジアの豊富な資源を開発しその国

民生活の向上をはかることが世界平和確立

の重要な－一歩をなすことはいうまでもない。

わが国のアジア研究は，戦前国際的にか

なり見るべき成果をあげたが，戦後は各種

障害によって停滞を余儀なくされた。かか

るとき当研究所は，アジア研究の伝統を生

かすとともにアジアのあらたな進運に寄与

すべく生まれたが，研究所のこの使命達成

のため各界の広範かつ積極的な御支援を懇

望する次第である。

『ァジア撞済J創刊の辞（5．15　所長稟

畑精一）

Ⅰ

ようやく機が熟して，ここに「アジア経

済研究所」の機関雑誌rアジア経済」を創

刊することとなった。「機が熟した」とな

すのは，もちろん第1にわれわれの研究所

にとってである。当研究所は創設以来1ヵ

年半に近いが，この間に着々と準備を整え．

このような学術的な定期刊行物を発行しう

る段階に達することができた。この新しく

誕生した研究所のいわば「顔」ともいうベ



き機関誌を健全にかつ充実して育てていく

ことは，われわれの1つの大きな賓務であ

るが，また大きな喜びでもある。

しかし好織に適したとなすのは，たんに

研究所自身に即してのみいわれるべきでは

ない。否．もっと大きな理由，もっと重要

な根拠によってである。アジアおよびその

近接区域の諸国，さらに抽象的にいって世

界各地域におけるいわゆる後進ないし低開

発諸国は，その多くが新興の独立国として

新たに世界の舞台に登場してきて，いわば

生みの苦しみを経つつある。それは世界史

の問題である。のみならず，わが国との交

渉も旧に惜し．また旧とは異なる形におい

て始められつつある。それはまた日本にと

っての問題でもある。－こういう段階に

達し，またかような背景のもとで，これら

の問題に関して日本に少なくとも1つの専

門的な学術雑誌が生まれるのは．その応分

の理由をもっているというべきであろう。

その機はまったく熟しているとなしうる所

以である。

ⅠⅠ

ここで過去における日本のアジア研究に

ついて若干の反省をしてみたい。その第1

は大学の制度に関してである。大学は講座

の制度によって教授・助教授・助手などを

養成してきた。ある講座に属してはじめて

研究者は育つが，逆に講座の外にあっては，

それは事実上不可能であった。さいわいに

して歴史－ことに束洋史－の講座は

ほとんどの大学で創設以来存在しておって，

なかい間にわたって幾多の俊才を蒙ってき

た。その意味において，東洋諸国の歴史学

の分野は日本にあって着々と開拓されてき

ている。ところが歴史以外のアジア諸国の

いわば「地域研究」となると，講座制度が

ないところから研究者を兼成する設備はほ

と・んどなかった。もちろん例外はあり，他

の講座に所属するものが自発的にかかる地

域研究をなしてきたことはあったし，また

現にあるが，しかしそれは偶然の幸福であ

るにすぎないといわなければならない。ア

ジア諸国のその1つ1つの国についての専

門的かつ根本的な研究は，かようにして制

度的には大学にその根をおろすことができ

なかった。ここに既存の制度と新しい要求

との間に大きなギャップがあった。2，3

の大学に設けられている東洋文化の研究所

は．まさにこのギャップをうずめようとし

ているものであろう。わが「アジア経済研

究所」も，またもっとも謙虚に同じような

役目を果たすことを念願としている。すな

わちアジア諸国に関して歴史的な研究以外

にも．正しい意味における専門的研究を育て

たいのである。この機関誌も同じようなね

らいの線にそっている。

第2に，過去における研究の態度につい

てである。歴史に関するものを除いて，ア

ジアに関するわが国の過去の研究ないし調

査の多くは，ほとんど「匡l兼」を機縁とし

て始められたものが多い。研究の機縁が国

策によって発効したこと自身は．あえてと

くに貴められるべきことではない。ものご

との機縁は必ずしもその本体とはならない

からである。問題とさるべき唯一一の点は，

かかる動機がどこまでも研究に付いてまわ

り，研究自体を制約していったか否かにあ

る。不幸なる場合には，事物の真理に迫り

事実を冷静に判断することが妨げられ，研

究なるものが実は他を征し他を圧する便宜

論に堕してしまう。そこにあるものは単に

一一一時的なあるいは偏よった日本の「利害」

論となり終わったのである。光がかくれて

熱－しかも粗雑なる欲情－がひとり

浮かびでているにすぎないのである。その

もっともよい例は．いわゆる大東亜共栄圏

的な思考であった。それは東洋各地の純然

たる学問的研究を抑制し覆ってしまって

いた。読者諸君はいまから顧みて，かよう

な思考に導かれていた多数のいわゆる研究

なるもののなかに．いかなるものが学問の

舞台に今日なお残っているかを静かに反省

していただきたい。実に驚くべきエネルギ

ーの浪費があったのを知られるであろう。

そしてほとんどなんの人材をも，今日への

遺産として残しえなかったのに気づかれる

であろう。

むろん過去の日本においても，おそらく

国策を機縁として出発したであろうが．た

ちまちこの制約を脱却して，事実に即した

研究調査それ自体にまい過していった貴重

なる辟告番があった。たとえば台湾におけ

る旧慣調査や公私法調査，朝鮮における農

産土地調査，満鉄調査部における多数の調

査，近くは民間人学徒による北支那農村調

査のあるもののごときは，まさに学問それ

自体のためになされたものであって，東洋

における日本の地位いかんにかかわらず貴

重なる知識を今日の世界に対して提供して

いるものである。かくて日本の過去の研究

にはわずか－あるいは例外－とはな

しうるものの．このような輝く先例があっ

たのである。なぜ．このようなたいせつな

先例が．そのあとに続くものを持ちえなか

ったか。ここにわれわれが心を虚しくかつ

耳を正して聞きいるべき研究上の態度につ

いての反省があると思う。「アジア経済研

究所」はまさにかかる反省によりつつ．真

筆な研究に終始しようと思うものである。

rアジア経済」はもっぱらそのための機関

誌でなくてはならない。
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アジアの諸国はただいまその建設のまっ

ただ中にある。だれしもここに新興の気運

を感ずるであろう。まただれしもその気運

に同感し，その新興国家としての繁栄の将

来を希望しているであろう。しかしその気

運・希望に応じて実質的に建設創業の仕事

を完成していくことは実に容易ではない。

それはまた局面を経済あ場合にかぎっても

同じである。その経済はたんに経済の局面

のみから建てられるのではない。経済的発

展や成長は，経済的にのみ期待されるので

はなくて，そもそも経済の動いているもろ

もろの他の条件－法制的・政治的・宗教

的・自然的・技術的・民度的・民族的など

－に依拠しているところがはなはだ大き

い。これらの条件の整備がなくては，たと

え経済の建設はできてもきわめて不安定な

基礎に立つものとなろう。他の先進国にお

いてすでに経済のなかに摂取されているこ

とが，実は経済の外に存続しているのであ

る。かくて経済の研究は必然的に経済外的

与件の研究，経済と与件との相互作用の研

究を促さざるをえない。経済に関連するか

ぎりで，これらの諸条件に研究がおよばな

ければ，経済の研究は全きをえない。かく

て　rアジア経済」は経済を中心としつつ秩

序ある仕方で論議の範囲を拡大せざるをえ

ないものである。しかもかかる研究は逆に

いわゆる先進国の経済の研究にとって．な

かんずく日本自身の経済の過去と現状とに

とっては再検討の機縁ともなるであろう。ア

ジア諸国の研究が同時に日本自身の研究の

新局面を開くようになって，はじめてわれ

われはこれら諸国の建設にも幾多の協力を
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なしうることとなると信じている。

rアジア経済J　はアジア経済研究所だけ

のものではない。それはその紙面を広く公

開し．天下の同好の士に開放して過ねくそ

の論考を求め，その協力を願いたいと思う。

アジア経済研究所の目的と業務（4．1

法律第51号「アジア経済研究所法」から）

（目的）

第1条　アジア経済研究所は．アジア地域

等の経済及びこれに関連する諸事情につ

いて基礎的かつ総合的な調査研究を行な

い，並びにその成果を普及し，もってこ

れらの地域との貿易の拡大及び経済協力

の促進に寄与することを目的とする。

（業務）

第22条　研究所は，第1条の目的を達成す

るため，次の業務を行なう。

1　アジア地域の経済及びこれに関連す

る諸事情に関する資料を収集すること。

2　アジア地域の経済及びこれに関連す

る諸事情に関し．文献その他の資料に

より調査研究を行ない，又は現地調査

を行なうこと。

3　前2号に掲げる業務に係る成果を定

期的に，若しくは時宜に応じて，又は

依頼に応じて，提供すること。

4　前各号に掲げるもののほか．第1条

の目的を達成するため必要な兼務。

2　研究所は，前項第4号に掲げる業務を

行なおうとするときは，通商産業大臣の

認可を受けなければならない。

3　研究所は．第1項の業務を妨げない範

囲内において，アジア地域以外の地域の

経済及びこれに関連する諸事情について調

査研究を行ない．並びにその成果を普及

す■ることができる。

アジア経済研究所法の遍用に関する間鴨

了解（2．26）

1　アジア経済研究所の調査研究機関とし

ての特殊性にかんがみ監督規定の運用に

当っては，その自主的かつ効率的調査活

動を助長するよう努めるものとする（

2　アジア経済研究所の会長を任免する場

合には，通商産業大臣は，あらかじめ間

諜の了解を得るものとする。

3　アジア地域の経済およびこれに関連す

る諸事情の調査研究に関しては．今後顆
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似の機関を設けないこととする。

附帯決鶴（3．31蓼鶴暁商工委員会）

政府は，アジア経済研究所の実施する海

外経済事情の基礎的かつ総合的な調査研究

の重要性にかんがみ，本法の施行にあたっ

ては，左の諸点に特に留意すべきである。

1　研究所の運営に際しては，わが国の当

面する貿易の振興及び経済協力の推進に

直接寄与し，国の要請に応えうるよう措

置すること。

2　研究所には．アジア地域についてはも

とより．わが国の貿易及び経済協力に密

接な関連を有し．かつ未だ調査研究の十

分に行われていない中南米，アフリカ等

の諸事情についても，遅滞なく．適切な

る調査研究を行わしめること。

3　研究所を充実させるため，今後とも十

分な予算措置を講ずるとともに，民間資

金をも多量に導入しうるよう配慮するこ

と。

特殊法人化（11．30「昭和35年度版　ア

ジア経済研究所案内雷」から）

財団法人アジア経済研究所の特殊法人化

については，昭和34年5月．研究所役貝と

政府首脳との会談においてすでに意見の－一

致をみていたが，政府は昭和35年2月26日

の閣議において．特殊法人としてのアジア

経済研究所を設立することに方針を決定し

た。

昭和35年3月1日に「アジア経済研究所

法案」が第鎚通常国会に提出された。提案

理由は「わが国におけるアジア経済研究の

中心機関として長期的な調査研究体制を確

立し，その内容をさらに拡充強化するため．

従来財団法人としての研究所を発展的に解

消し，政府が強力にこれを援助する体制を

整えるとともに．民間の出資をも求め，政

府の監督する特殊法人とする」ことであっ

た。法案は3月15日および31日にそれぞれ

衆参両院を通過し，翌4月1日に公布，即

日施行された。

アジア経済研究所法（昭和35年法律第51

号）に引き続いて関係政省令の成立をみる

←一方．この法律に基づき．小林中を委員長

とする設立委月が通商産業大臣によって任

命され，設立委員によって定款作成．出資

金募集，財団法人アジア経済研究所のいっ

さいの権利義務の承継などの諸手続きがす

すめられた結果．7月1日の設立登記によ

って，研究所は正式に新発足することとな

った。この特殊法人化によって研究所は組

織的・財政的基礎を強固にし，もって優秀

な人材の養成を可能ならしめるとともに，

今後は事業活動のいっそうの拡充，強化が

期待されている。

r外四嬢睡紀事索引J　刊行の辞（7．15

所鼻糞畑精一）

アジアおよびその隣接する地域の経済お

よびこれに関連する諸問題についての基礎

的・総合的調査を行なうための資料として．

当研究所は世界中から関連の文献を収集し

利用しているのであるが，その豊富な文献

のなかから，外国語の迷次刊行物について，

経済開発，経済協力およびアジア・アフリ

カ・中近東諸国の固有の間膚についての記

事索引を編きんすることとなった。

この仕事は非常な努力ノを重ねなければな

らないものであることは申すまでもない。

すでに各大学の経済資料関係者が多大の

犠牲をはらいつつ協力相さんしている「経

済学文献季報」のようなすぐれた菓練が存

在しているが．われわれはこの貪重な業績

に重複するようなことは避けて．前に述べ

た研究所の目的に沿って経済協力の推進．

貿易の拡大に寄与する比較的現実的な問題

に及ぶように，論文の存在を把捉したいと

考えた。

すでに当研究所機関誌「アジア経済」の

創刊号にその－一部を手はじめとして発表し

たが，今回方法を変えて事項別分類にした

がい採録することとした。

昭和36年（1961年）

アジア経済協力センター（仮称）建設趣

意雷（6月　会長小林　中，所長真畑精

一）

後進地域に対する貿乳　企業提携の拡大

進んでは施策の立案推進のためには．激し

く変ばうしつつあるこれら諸国の政瓶　経

猟　社会等に関する基礎的調査研究，実態

の把捉が必要でありますが，わが国のこれ

ら諸地域に対する調査研究は欧米諸国に比

し立ち遅れており，資料も乏しいのが実情

であります。



財界，官界．学界の一一一致した要望の下に，

基礎的，総合的な調査研究機関として設立

された当研究所の将来担うべき役割はいよ

いよ重くなって参りました。

当研究所は昭和33年12月財団法人として

設立以来2カ年，この間，特殊法人に改組

して諸機構を整えるとともに，調査研究体

制の充実．資料の整備，研究者養成のため

の海外派軋　研究成果の出版等の諸活動を

行なって参りました。今後アジア地域等に

対する経済協九　貿易の拡大のための必要

な調査研究ならびに資料の整備を更に進め

て各界の諸活動の基礎分野を担うとともに，

内外名士の交流．アジア諸国からの留学生

受入れ，ゼミナール．公開講演会等の括

動を本格的に展開するためには．どうして

も固有の施設を必要といたします。特に臼

を追って累積しつつある貪重な資料の公開

閲覧については賛助金月中よりも強いご要

望がございますので．本格的な資料図書館

としての施設を整備することは焦急の必要

を痛感する次第であります。

幸い政府は，その趣意に協力して，国有

地を提供することを内定し．また国の出資

金の‥部をこの建設費に充当することに了

解を得ましたので，いよいよ皆様のご賛同，

ご協力を得て，アジア経済協力センター（仮

称）の建設を行わんとする趣意であります。

TheIrLStitute，sJapaneserlanguagemonthly journal，Ajia

Kelzal（The Asian Economy），is nowinits third year・

Now we are carrying our programme a step further by

initiating an Englislrlanguage journal，The Developing

Economies，With a view to bringing the results of our

research and studies to the attention of the public

outsideJapan・For the time being・We Shall have to

publish“preliminaryissues－’・but we hope to see the

journalgrowinto a periodicalin the near future・Itis

our hope also that those who may read these prelimin且ry

issues will provide us with sincere and constructiYe

criticisms and suggestionsinorder toenable our journal

toimprove continuouslyin quality・

In establish－ing our editorialpolicy，We Shouldlike to

uphold the following principles：

（1）We wiH publish solely the results of strictly

scientific research．As scientists，We Wish to render

totally disinterested service・

（2）We will stand aloof from all politicalideoIogies・

We wish only to publish ascertainable facts and tolet

these facts speak for themselves・

（3）We wiHlay emphasis upon the economic aspects

of developingcountries・Theeconomiesofthese countries・

unlike those of theindustrially advanced nations，have

notyet matured to the stage where they can be treated

for themselves．They have not gone through the econom・

icprocess ofindustrialization，nOr throughthe preceed・

ingintellectualrevolutionofaReformationorRenaissance・

asexperiencedinthe West・The heritages ofthe ancient

and colonialpaSt，tOgether with traditional religion and

c。mm。nalinstitutions（such as hierarchic status and

caste）often constitute a seriousimpediment to aLll

昭和37年（1962年）

mk。仇川融和油咽・必用相川砧錯（Pre・

liminaryIssue No．1）　発刊の辞（3

月　所長豪畑精一）〔下記欧文参照〕

昭和38年（1963年）

庁舎の建設（9．1「昭和31年度版　アジ

ア経済研究所案内雷」から）

研究所がアジア経済研究の中心機関とし

ての内容を拡充強化し，ゼミナール，公開

講演会．資料の公開閲覧などの活動を本格

的に展開するためには，どうしても固有の

施設を必要とするようになり，一一一方経済協

ec。n。mic activitiesin modern sense．Further theimpor・

tance。f economic activitiesin the system of cultural

values of the peoplein these areasis different from

thatin the West．In thelight of these situations，the

economies of developing countries，though far from

・modern，are yet all the more“complex●l・Thus，for

instance，the U．S．Steel Company，Withits vast and

intricate organization，is by no means a　－Complex

economic bodyin the sense thatits structural principle

is simple and clear・On the other hand・an Asian rural

community，COmprising a smallpopulation and consisting

。f a few farm households，Can Often be very”Complex

in the sense thatitis not governed by any single

principle and thus resists any purely“rational’’Or

simplified attempt at understanding by outsiders・

Itis with a full understanding of this that the study

。f the economies of developing countries must be

approached・HeretheinterdiSCiplinarycooperationamong

v＆ri。uS fields of social science such as economics・

economic socioIogy，POlitics，SOCial anthropology，・his・

tory，religion，etC・iS aS fruitful asitis neceSSary・

On this baSis，We eXpeCt　this publication to be not

merely a journal of economics・but one drawing upon

all the sciences with economics as their core・

（4）This journal will emphasize such articles and

s。urCeS aS Will throwlight on the mutual relations・

especially econonic，betweenJapan and the developing

（5）C。。tributors to this journalwillnot belimited to

Japanese writers；it willbe open to allthose who may

share ourinterests．
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力に関する諸機関相互関の緊密な連けいが

要請されるようになったので，各界の絶大

な援助の下に「経済協力センター」の建築

を計画するに至った。

昭和35年11月11日大蔵大臣あて，東京都

新宿区市ヶ谷本村町42番地の国有地，約

1，（泊0坪の貸付申請番を提出し，36年11月

1日，近い将来に研究所がこの土地を買い

とるという了解のものに借地契約が締結さ

れた。同月，建築実施設計（設計　田中建

築事務所）も完了し．12月1日には入札の

後，12月15日工事着工（施工　株式会社熊

谷組）の運びとなった。38年2月建築が竣

工し，新大手町ビル，木挽館，第三秀和ビ

ル等に分散されていた研究所の事務室は3

月3日転移を完了し，3月4日から新庁舎

における執務を開始した。

「経済協力センター」は敷地1022．43坪，

鉄筋コンクリート造り，地上6階．稔延坪

2667．6坪で，その主な使用区分は次のとお

りである。

1階　機械室，暖冷房室，倉庫

2階　ロビー，食堂，会議室

3階　役月室，総務部，管理部，動向分

析室

4階　書庫．閲覧室．写真ラボラトリー

図書資料部，長期成長調査室，統

計調査室

5階　調査業務部，調査研究部

なお，5階の西側および6階全部は海外

技術協力事業団が使用している。
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rアジアの勤向Jの発刊について（10月

動向分析童）

当研究所動向分析室では．本年3月発足

以来．内外の新聞，通信などのファースト

・ハンドの資料によって，アジア諸国の政

治．経済，社会の活きた動きを，迅速かつ

正確に把握することを目標に作業を進めて

きた。

まず作菜の第一段階として．現地の新開

その他に現われた事実関係をクリッピング

し．これを国別に項目別に．ファイリングす

る基礎的な仕事が進められた。そして最近に

おいては．こうした資料の蓄積を基礎にし

て．カレントレポート．特殊テーマによるク

ロノロジーを試作し．発表することができた。

この「アジアの動向」は，こうした基礎

的な資料の集積を，単に当研究所の研究調

査に利用するだけではなく，広く関係者に

利用してもらうために発刊したものである。

編集上今後検討しなければならない点が多

いが．大方の批判．教示に従って改善して

いきたい。

なお本号で取り扱った国は，ビルマ，イ

ンド，インドネシア．韓国，南ヴェトナム

に限られているが，今後対象国を拡大して

いくことになっている。また使用した資料

は以下のとおりである。（略）

昭和39年（1964）

「海外経済資料」創刊の辞（10．1国曽

責料榔）
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アジア，アフリカ．ラテン・アメリカの

経済情勢を的確に示す資料は．あまり多い

とはいえない。当研究所は創設以来，関係

資料，とくに現地刊行資料の収集に努力を

注いでいるが，まだ十分ではない。また収

集した資料の紹介も十分ではなかったとい

えよう。

資料情報を充実して各国経済の理解をは

かるために，当研究所の収集資料のなかか

ら，当該地域各国政札　政肝関係機関．中

央銀行，商工会議所，経済団体の発表資札

国際機関・先進国政府機関の調査資料等，

これら地域の経済発展を具体的に示す資料

を要約・紹介して大方の参考の資としたい。

「日権経済図■文化賞J受賞〔写真参照〕

昭和41年（1966年）

「アジアを見る眼」シリーズ発刊にあた

って（3月　所長真畑精一）

地中海から太平洋まで，この広くアジア

と呼ばれる地帯には幾十かの国がある。そ

の大部分は第二次世界大戦以後，古い植民

地体制から脱して新興の独立国となったも

のである。世界の人口の半ば以上のものが

ここにある。これらの新興国はそれぞれの

立場に立って，建国創案の仕事に力をつく

している。

その業は果たして障害なく着々と進んで

おるか。だれもがこれに対して頭をかしげ

るであろう。そしてだれもがアジアは「流

動的」であるという。

流動的とは何であるか。また何でない加

いくたの混みいった事態のなかを，一本の

金の線が生々発展的に縫っているのも流動

的である。経済は着々と成長し，政治は一

つの体制のなかで徐々に整備されているよ

うな場合がそれである。

アジア諸国の大部分については，事態は

このように簡単ではない。もちろん，経済

の場面には大きな発展・成長の芽生えは

ある。しかし，他面においてそれを抑制す

るものが力づよい。またおよそ発展や成長

を考える場合．在来流行の理解によるパタ

ーンを以ってするのが果たして正しいか，

との疑問もでてくる。さらに政治体制につ

いては．イデオロギーの対立．複合民族国

家における特殊なナショナリズムに伴う民



族や種族間の闘争があって．政治的安定は

なかなか期すべくもない。独立国家の幼年

期に伴う政治的，行政的未熟もまた考えら

れるべき大きな原因である。

こういう次第で，アジアが流動的である

とは，一つの混沌を意味するものといいえ

ようか。そしてその上に立っていかなる経

済・社会・政治の体制が整いだされるであ

ろうか。　　　この意味で20世暴己後半のア

ジアは世界における「問題」，いな最も大

きな「問題」である。

アジア経済研究所は，まきにこの「間月乱

の理解に向かって，ひたすら前進をつづけ

ている。われわれの期するところは，まさ

にそれぞれの国の現実に即した精確な知識

を供しよう，そしてこの大きな「問題」に

ついて静かなサービスをいたそうとするに

尽きる。設立以来すでに7カ年余り，専ら

そういう道を歩んできたし，今後もそれに

変わりはない。このシリーズは，多くの研

究や調査の報告書，現地調査を土台として，

アジアについての解説書・教養昏たること

を目標とするものである。

昭和42年（1967年）

r現代中風間備中平野文献総合目線J刊

行はしがき（1月　所長薫畑精一）

アジア経済研究所はその創設以来．研究

対象となっている諸国に関する文献の総合

的な目録を編纂するのに努力してきている。

其の成果として既に「イスラーム関係資料

稔合目録」（1961年）．「東南アジア関係資

料総合目録」（仝5巻，1964年），「中近東

関係資料総合目録」（1965年）等が刊行き

れた。ここに公刊する「現代中国関係中国

語文献総合目録」もまた同じ頬のものであ

るが，その規模は以前のものに比べて邁か

に大きく，全体としては3，000ページ以上

に達し，印刷を完了するのにも2カ年に亘

ることとなっている。

現在の社会諸科学における調査や研究は，

以前に増して深いものとなっているが．こ

の深さを構成するのに当って力があり，ま

たそれ自ら新しい研究方法を開拓している

のは．その大規模化によるところが多い。

まず．一つ一つのプロジェクトがそうなっ

ており，また一つのプロジェクトが諸科学

の間の協力を必要とするという意味で規模

を拡大しているのである。殊に発展途上国

の研究においては，個々の科学的研究は当

然必要であるが，しかししばしば諸科学間

の協力に挨って研究目標が達成されること

が多い。

研究の大規模化はかく　して多数の研究者

のチーム・ワークを要求することとなる。

しかし第二に．このチーム・ワークの必要

は別の点にも見られる。それは研究それじ

たいと，研究に必要な資料の供給との間に

行なわれる。資料供給が完備するとともに．

研究者は資料への接近，資料の探索が容易

となり，かくて研究はいっそう促進される。

整備された資料や文献の目録は，その意味

で研究の生産性を促進する一種の「社会資

本」に比べられるべきものであろう。－

およそこのような考え方が．アジア経済研

究所が今まで多くの文献資料目録を公刊し

てきた基礎にあると思うし，今後もまた然

りである。

中国は今世紀当初以来特に世界の文化史

上において最も大きな「問題」の国となっ

ている。その半植民地体制から脱却せんと

する長い間の苦悩．いつも内戦と外戦とが

伴っている混乱状態，そして1949年に成立

した中華人民共和国，その共和国は新生の

独立国として未だ定着しないで生みの苦し

みをなしつつある状態－そのどれもが単

に中国だけに限られた問題でなくて，世界

に関係ある問題となっている。中国を真に

把握しえたものが世界を理解しうるものと

なるであろう。アジア経済研究所もささや

かながら．この目標に向かって少しでも接

近しようとしているし，また日本（並びに

他国）における中国研究に貢献するための

「社会資本」の開発に努めているが．この

目録はその企ての一つの成果である。

この目録は，中国語による文献で．現在

日本の主要図書館（凡例参照）に蔵せられ

ているもののなかから，社会・人文・自然

諸科学に関するもので，1912年近代中国の

成立の時点から現在に至るまでに公刊され

たものを，選別して．編纂された。かよう

な仕事がいかに困難で彫骨の苦心を伴うか

は，その仕事の経験をしたものが最もよく

知るところであるが，中国文献の場合には

さらに特殊な困難を伴っている。それはこ

の時期がまさに戦乱・内乱・戦争かつづい

て，出版が混乱したし，またそれよりもい

っそう強く文献の集蒐が枕乱されたこと，

また1949年人民共和国成立以後も日本との

国交が未回復で，中国語文献をわが日本で

手にするととが容易でないこと，さらに最

後に，中国では数回に亘って漢字の肺略化

が行なわれ，筒字体が全面的に採用され，

また他方日本でも当用漢字が用いられるよ

うになったので，戦前から今日に至る間の

文献カードの記載にしばしば連続性が破ら

れて，同一文献についても，版のいかんや

図書館入庫の年のいかんによって，時とし

て別個の文献として扱われる危険がないわ

けではないということを挙げなければなら

ない。同一書籍であることを，各種の図書

館の記載カードを通じて，アイアンチィフ

アイすること自体が容易なことではないの

である。この目錦では，長年に亘る準備の

後，全国から集めた図書記入カード11万枚

から3万6，000の書目を整理統合した。

こういう次第で．現代中国関係中国語文献

日録の作成に際しては，いくつかの資格が

作成者に備わっていることが要請されてく

る。彼はまず何よりも現代中国に対するい

ちおうの理解者．学究たるを要するし．さ

らに中匡ほ吾についての相当の把握をしてい

なければならない。最後に最も重要なこと

であるが，総合的，歴史的な文献日録を作

成するには，研究や調査のための「社会資

本」の開拓をなすものであるという理解と，

それを具体的行動に移す熱意を備えた人た

ることである。しかもその熱意が一時的，

散発的なものではなくて，長年に亘って持

続し．また．単に一個人の熱意ではなくて．

一つのグループとしての熱意として持続す

るものでなくてはならない。アジア経済研

究所はこの点において，最もよい資格を備

えたグループを発見することができて，そ

れによる努力の成果を公刊しうるようにな

ったのを，大きな喜びとしたい。（中略）

一つ一つの問題をもって，文献目録をひ

もといて，該当文献を手にしてその間塔の

理解や解明をしていくのが普通である。そ

れは探索的な仕事である。しかし，文献日

銀が長期に亘るもので稔合的に大規模化し

てくると，これを読む間に，大きな問題の

展開が多数の書目のなかに窺われうること

がある。これは発見的な仕事である。この

意味で文献目鍬ま一つの楽しい読みものと

なるであろう。この目録を手にせられる諸
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君に．いずれの意味においても役にたつこ

とを希望する。

昭和43年（1968年）

r縫溝と校費環境N0．1－インド－J

発刊のあいさつ（l月）

南北間榎に対する関心が高まるにつれて，

発展途上の諸国の経済開発における外国民

間資本の役割があらためて認識し直されて

いる。同時に，貿易・資本自由化による経

済開放体制の進行に加え，低開発特恵供与

への動きなどあって，わが国経済界にも国

際的視野に立った企業運営が，ますます必

要とされるに至った。アジアをはじめ発

展途上の諸地域に対する民間投資は，こう

してまさに今日的な重要課題の一つとなっ

ている。

当研究所では．昭和41年度より海外投資

調査事業に着手しているが．今回その一環

として各国別にそれぞれの投資環境を稔合

的に取りまとめてみることとした。これは

主要な発展途上国について，具体的な海外

投資計画の策定の前塊として必要とされる

基礎的な諸事実を．休糸的に整理しようと

するものである。（以下略）

昭和44年（1969年）

r蔵■日韓1959－19日」の刊行にあたっ

て　日月　所轟小倉寛一）

当研究所，図書資料部は．「発展途上地

域資料センター」としての機能を果すため．

アジアをはじめ中近東．アフリカ，ラテン

・アメリカ諸国の経済およびこれに関連す

る各種資料の収集・整備に努めている。そ

して，これら資料の利用の便をはかるため

「アジア経済資料月報」（月刊）「蔵書目録J

（年刊）を刊行してきたが，この度は創設

以来昭和43年3月未までに収集・整理した

資料の「蔵書稔目録」を刊行することにな

った。

この日録は発展途上地域の研究に携わる

者にとって文献・資料の情報源となるとと

もに，当研究所の今後の文献収集の出発点

となるものである。しかし，ここに収録さ

れた文献数は．発展途上地域の広がりと間

癌の深さからみるとき．いまだ極めて少な

いものであり，今後共文献．資料の充実に
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つとめ．「資料センター」としての責務を

果したいと考えている。そのため利用者各

位の一そうのご協力をお願いする次第であ

る。

r発虞途上国の統計鷺料目線（昭和13年

度版）J発刊のあいさつ（1．1所長小倉

武一）

アジア経済研究所では，昭和39年4月，

統計部を設置し．発展途上国の基礎的な統

計資料の収集・竪傭をおこなっている。

この統計資料目録は．統計部が昭和43年

9月末日までに収集・整備した統計資料を

収録したもので，昨年はじめて刊行した「開

発途上国の統計資料目録」（昭和42年度版）

の増補版である。

各位の参考，利用に供せられればさいわ

いである。

なお，統計資料の収集には．種々の困難

があったが．さいわい，これら地域の統計

作成機関や政府刊行物取扱機関などからの

協力と支援をえて．約2，000タイトルを収

集することができた。われわれはさらに努

力をかさね．収集資料の充実をはかりたい

と考えている。（以下略）

「アジア経済研究所年輪」発刊の辞（5

月　所最小鼻糞－）

たいかいの研究機閑は．年々．年報を出

している。これは，一般の人々にはその研

究機関の年間の活動を知るのに便宜である

し，またその研究機関の内部の人々にはそ

の研究機関のなかでのそれぞれの任務の位

置づけを行なうのに便利である。それは．

研究機関にとっては，年間の活動の総括的

な反省であり．一般の人々にとってはその

研究機関を評価するためのてだてとして役

だつであろう。

ところが，従来．われわれの研究所は年

報を出していなかった。その代わり．研究

所の概要を知っていただくための　仙アジア

経済研究所”という小冊子を出していた。

それは，研究所の生い立ちから始まって，

研究所の組織，調査研究活動のアウトライ

ン．賛助会員名までを含むもので，研究所

の案内書としては簡便でよいものであった

としても，肝心の調査研究活動については

簡素にすぎていた。これをもって，年報に

代わるものだとはいいにくいものであった。

それでも．まだ研究所が初期の段階で活

動脆田が限られていたときは．格別の不便

も感じられなかったといえよう。しかし，

近年われわれの研究所の活動はいよいよ広

汎になってきている。それを具体的に示す

ために1968年度の出版物をとってみても，

定期刊行物5種，単行書45冊という盛況で

ある。これはひとつの研究機関の出版物と

しては，おそらく日本では他にあまり類例

をみないものであろう。いうまでもなく．

出版はわれわれの研究所の内外の関係者に

よる調査研究活動の成果であるが．近年内

部の関係者による執筆が比重を高めつつあ．

る。出版物の数とともに，これもわれわれ

の研究所の成長を物語るものであろう。わ

れわれの研究所の活動は．この出版ないし

調査研究活動に限られず．調査研究を主軸

としながら，図書資料の収集，統計の整備

等にも及ぶ。図書資料についていえば，蔵

杏は7万冊を越え，年々70（わなしい8000の

冊数を増加している。また，43年から電子

計算機を導入して．統計データの蓄積や計

量分析や情報検索に資していも。このよう

な諸活動の全貌を知ることは．心ずしも容

易ではない。われわれの研究所に比較的に

親しまれている人々のなかにも．この研究

所の年々の活動を知るために，なにか便宜

な手段なり方法はないか，という要望も出

てきたのである。

そこで．われわれは従来の案内書“アジ

ア経済研究所”という小冊子の刊行を廃止

し．一方において案内書のためには“アジ

ア経済研究所”という同じ題名のリーフレ

ットを刊行するとともに．他方において“ア

ジア経済研究所年報”を刊行することにし

たのである。

われわれの研究所は．主として公の資金

によってまかなわれている。1969年度でい

えば．政府の助成は8億0315万円である。

そのほかに民間からの賛助金がある。職員

の数は海外勤務者を含めて258名である。

資金の金額．職月の数からいっても．小さ

な研究機関ではない。多くの人々によって

関心をもたれて然るべきものである。また

資金の構成が公私にわたる点，調査研究活

動の多くがわれわれの研究所の内部職員ば

かりでなく．外部の有識者の協力によって

行なわれている点を考慮すると．いっそう

われわれの研究所は多くの人々に関心をも



たれてよいはずである。そういう関心にこ

たえるために．アジア経済研究所とはなに

か．アジア経済研究所はなにをしているか．

を紹介しなくてはならない。その紹介の方

法はひとつに止まらないであろうが．年報

はそのなかでひとつの有効な手段であろう。

これが多くの人々からわれわれに寄せられ

る鞭達に資することになるならば幸いであ

る。

われわれの研究所に寄せられる関心のな

かには，われわれの研究所それ自体という

よりも発展途上国の経済．政治，社会など

を対象とするものがあるにちがいない。そ

ういう関心には．発展途上国の貿易とか開発

輸入とか経済援助とかなどの現実的なもの

と．発展途上国の社会経済構造とか発展途

上国と先進国の間に存する経済的格差の存

在要因とか発展途上国のための開発理論と

かなどの理論的なものがあろう。この現実

的な関心と理論的な関心のいずれにもこた

えるのがわれわれの経済研究所の任務であ

るといわなくてほならないが．これらのす

べての関心に十分にこたえることはいまの

われわれの研究調査活動の全部をもってし

ても困難だといわなくてはならない。まし

て，ここに発刊をみる年報のよくするとこ

ろではない。しかし，年報はこのような関

心をもつ人々にとっても，その関心のある

ところに導くための第一次的接近たること

はできるであろう。

われわれの研究所は1958年に民間機関と

して発足した。先進国と後進国の間の経済

的格差の存在とその格差の拡大傾向が．東

西間癌とならぶ重大な国際間題として“南

北問題M　と称されはじめたのはその翌年の

ことである。われわれの研究所が現在のよ

うに特別法に基づく政府関係機関として再

編成されるに至ったのは．さらにその翌年

のことである。そのころは，日本経済もす

でに戦前の水準を越え先進国としての地位

に近づいていた。そのとき，すでにわれわ

れの研究所のような研究機閑の創設が必要

ときれたのであるが，それから10年近くの

昨年の1968年にはGNPにおいて，日本は

共産圏を除いて世界第2位を占めるに至っ

て．発展途上国の発展に資すべ・き日本の国

際的寅称はいよいよ重大になってきている

といわなくてはならない。そのような脈絡

において．われわれの研究所の使命もいっ

そう重要になってきている。このときに当

たって，年報を創刊することはとくに意味

深いものにちがいない。

rアジア経済JlOO号をt己念して（〇月

含量薫畑精一）

この　rアジア経済」の創刊の辞は1960年

5月15日の日付となっている。当初のしば

らくは隔月刊であったが，やがて月刊とな

り，ここに1969年の6・7月合併号を100

号の記念として刊行することとなった。こ

の間まきに10年を経過している。

アジアといわず，世界の新興の独立諸国

（いわゆる後進国）をみると．この10年の

歳月はまきに多事多端の時であり．その独

立への国造りはおおむね「試行錯誤」の繰

返しであった。旧植民地体制から新独立国

体制への移行は．多くの希望に反して，し

かく円滑な通行ではなかったのである。そ

の由ってきたるところは二重のものであっ

た。一つは国内の事情によ．る。新しい独立

政権は必ずしも国内の政局の安定をもたら

すものではなかった。多くの場合に政権は

たびたび交替するか．独裁体制をようやく

維持するにしても，それにはクーデターを

伴ったりして軍事力の地盤に直積立ってい

るかであった。また有能な官僚と体系ある

行政組織とを育成する余裕もなく行政効果

をあげることが少ないところから．いっそ

う政局の不安が加重されることともなったの

である。他方において，世界は米ソをそれぞ

れ中核とする二つの陣営に分かたれ，また近

時は中共の陣営もこの傍に成り立ち，その

ためにイデオロギーの対立のもとに，新興

独立国を冷戦さらに熱戦のなかに駆りたて

ていった。これらの国々の開発の援助とな

されるものも，文字通りの開発を狙うとい

うよりも自己陣営内に被援助国をひきこも

うとする点が強く，政治的色彩の濃t■もの

したがって世界政局の不安定に通ずるもの

でもあった。

こういう次第で，しばらく経済の領域に

かぎっていうならば．新興国の経済開発の

努力の10年もけっして希望されるような成

果をあげてはいない。その計画に性急きが

あり，また空虚な飛躍があり，しばしば錯

誤が伴って，そのために政策の持続性がい

ちじるしく破られた。経済開発といい．農

業開発といい，ともに長年月の径路を辿っ

てゴールに至るものであるが，その鉄則が

守られなかったのである。匡l際連合は1960

年代をもって後進国開発の10年となし，年

率5％の実質成長を目標とした机　例外の

場合を除いて事実の径路はこれから遠く離

れるものであった。このような錯誤に対す

る一つの－いな．最大の－救いは，

国際機関といわず・個々の後進国にあって

いやしくも真面目に経済開発を志向してい

る国々といわず，どこにおいても，開発は

机上においては実現せず・思考の論理によ

っては完了せず・開発の錯誤は頭脳のなか

のものではなくて，まきに事実の論理に忠

実なところにはじめて開発が行なわれうる

という大なる反省が熟しつつある点であろ

う－一言でいうなら．「われわれはあま

りにも現実を知らなさすぎた」という反省

である。

こういう事情のなかで，斬典独立国とり

わけアジア諸国の経済の研究について‥思

いつく若干の閉癌に論及したい。

最初に気づくことは．調査資料が乏しい

という点である。特に統計的なそれの欠如

である。どの国においても．国勢一般につ

いての統計は主として徴税のための手段と

して発達したようであるが，新興独立諸国

において，かつての植民宗主国のなしたる

ところもかかる範疇をでたものではない。

真に民勢のなんであるかを数字をもって示

そうとする意欲は弱かった。そのため独立

早々の諸国が．この点で乏しい国勢統計し

か持っていないのは当然でもあろう。

もう一つ調査研究の乏しいものに．それぞ

れの国民によって書かれた自国の腹史をあげ

なければならない。「東南アジアの国語のど

れ一つをとっても，西欧流の歴史（ヒスト

リー）という観念を正しく表現しうるような

言葉を兄いだしえないのは，意味深い事実で

ある。西欧の研究者は材料を科学的にいかに

扱うかを示したし，また東南アジア史に関す

るその著作のなかではじめてこの観念の多く

を啓示し．その際そうでもしなければ喪失

されて取返しのつかなくなる多くのものを

忘却から救いだした。」これは東南アジア

史の権威とされているホール教授のいうと

ころである（D．G．E．Hall ed．，HisEori・

dれ8・0′ぶov助一g88～AきれOxford．1961，

p．2）。あるいはそうであるかもしれない。

歴史意識のないところ歴史なる青葉もなく．
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あるのは神話とか昔物語で，それしか生ま

れないのかもしれない。しかし．他面にお

いて次のような事情にも特に注意したいと

思う。長い植民地体制の間において，その

国民のナショナリズムとか民族思想とかは，

植民宗主国に対する反逆であるとなされて，

意識的に抑圧された。そしてまさに多くの

場合に，ナショナリズムこそ自国史の生み

の母なのである。かくて植民地主義は，植

民地原住民に自らの歴史を忘却させ，塵史

意識を薄弱ならしめる。そして歴史ありと

すれば，それは外国人によるものだけであ

るという情況を生んだのである。こういう

事情を忘れてはなるまい。おそらく新典の

独立国に満ちている新生のナショナリズム

は．必ずや自国民による自国史の研究を促

すであろう。現在の乏しき歴史研究をその

まま未来に延長するのは適切でない。歴史

なる青葉も概念も当然に生まれてくるであ

ろう。

第2。集積された資料，記録された事実

についての解釈の問題がある。「蟹は自分

の甲羅に似た穴を堀る」というが，資料解

釈の多くが旧植民宗主国や先進国の甲羅に

即して行なわれることが多い。これはこと

に経済問題の場合にしばしばみられる。新

興独立諸国にはもちろん経済活動が行なわ

れ，経済生活は厳然として営まれている。

しかし．その経済や文化や自然などの他の

領域から相対的に独立したものとはいえな

い。経済の自己規定性（Eigengesetzlichkeit）

なるものはいまだ成勲－していない。すくな

くとも西欧諸国に栄えた経済学が前嬢とし

ているような独立性は弱い。こういう対象

に対して．単純な経済学的思考のみの解釈

ではそれほど効果を発揮しうるものではな

く，またそれによる分析成果には多大の制

約や留保が付せられる。常習の飢餓情況に

ある大衆をとらえて．7Dライス・メカニズ

ムを振り回しても説得力は弱い。また消費

を解してえられた余裕が金箔の購入に当て

られて仏閣に捧げられるところには．節約

はあっても金融はない。地代収入が金銀宝

石の獲得に投ぜられるところに，退蔵と浪

費はあっても生産的投資はありえないであ

ろう－こういう事態がなんによって起こ

るかはともかくとして，現代経済学の分析

用具が適用される屯田はきわめて狭く，そ

の成果は，鼻を捉えて象となし，柱を抱き
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て家となすの筈に漏rLること違いものでは

ない。経済をもふくめて，未分化のままに

大きく動いている現実とその運行の姿こそ

が，真に攻究きるべき対象なのである。解

釈を対象決定の先にたててはなるまい。

第3。こういう点を考慮すると．新興独

立諸国の研究にとっては，既存の文献の考

察だけでは，はなはだ不十分なのが明らか

となる。現地について，既存の考え方や既

成の「事実」に依頼する以外に．いな．そ

れ以上に研究者は「心をむなしうて」新興

国の現実のなかに自らを投入して，そこに

湧きでてくるような経験的事実をとらえ．

これについての解釈や分析をなすべき要が

ある。虚心にものごとに当たるということ

は．ややもすると既成の観念にとらわれや

すいわれわれには容易なことではなく，こ

の学究者につきまとう思考の守旧性を破る

のには大きな習練を要するが．しかし，そう

しなければならない。かつて柳田国男は日

本の民生について「書かれた記録」が乏し

く，また仮りにあっても作為的に録された

ものが多いとしてこれを拒け．現に日常生

活場裸で語られている「野の青葉」を求め

て民俗学への大道を開いた。後進の新興国

の国民の生活と生産の営みのなかにこそ，

アジアを語り，アフリカを伝える「野の青

葉」があるであろう〉　この態度こそ新鮮な

経験を生み，それに即した新しさ解釈を加

える道とはならないか。

第4。こういうふうに考えてくると，わ

たしはかつておおいにいわれた古い学問の

傾向にノスタルジアを感じないわけにはい

かない。西欧人が東宝羊に来て当初に開拓し

た学問的努力は，たとえば中国については

Sinology，日本についてはJapanOlogy，

エジ7°トについてはEgyptologyなどとよ

ばれた。それには鍍格な方法論もなかった

し．また多くの成果が時とすると雑然と並

べられ，いわば知識のゴッタ煮に頬するよ

うな場合もしばしばであった。人々はこう

いう0logyを幼稚なる学閥段階のものとし

て，やがて捨て去った嫌いがある。しかし，

それははたして正しき道であったであろう

か。

今日の社会諸科学は，かつての自然法的思

考と異なって，万人を平等・同一・等格・画一

の人間としてhypo＄ta＄ieren L，その「人

間」の活動や人間社会の法則を解明するの

を使命としているようなものではないはず

だ。もっと多彩なそれぞれ異質的な情念に

よって動く人間に即して．それを全人的に

理解すべき役割を負うているはずである。

既存のいわば西欧的な項化した方法や範疇

は．あたかも既得権益的思考であるとなし，

これに－大反撃を加えつつあるものが新典

独立諸国民の実状である。上にかかけた経

済行動の面における若干の例でも，よく事

態のなんたるかがわかるであろう。現実こ

そ最大の教師なのである。

西欧の学者が，今日まであまり親しく接

触したことがなかった新興国間尾に触れる

ようになってから，かつては微々たる声で

あった社会諸科学の間のCooperationとか，

極端な研究分化の対症療法としてのhter・

disciplinary Studyとかを強く提唱するよ

うになったのも無理からぬところであろう。

アジアの理解にはアジアの方法があるであ

ろうが．この堤嶋はこのアジアの真の方法

に通ずるものがあり，さらにそれは上に述

べた種々のologyにも通ずる発想でもある。

新しいOlogyが古いそれと異なるところは

自らの方法論の自一驚が強いか否かにある

と思う。わたしのノスタルジアを方法論的

に根拠づけている．新しい学問方向のため

の闘士を求めて久しいものがある。

第5。それぞれの学究が一つの新興独立

国の攻究を深めていくことは．たとえば南

北間尾とか後進国援助間琶とかのような．

多くの図に共通な事象を頭においている課

題から離れていくことではない。この共通

の問題は，それぞれの図にそれぞれの衣裳

をまとって個性的にあらわれてくる。その

個性をみごとに描くことは．共通の課題を

無視することではなくて．かえって個を通

じて全を浮かびあがらせることにほかなら

ない。

こういう態度で個別諸国の研究が並行す

るならば，A国と取り組むものと8回と取

り組むものとの間に共通の意識がなりたつ。

また同じように，C間馬とD間癌とが表面

的にはまったく異なるものであっても，し

かもその間に共通の研究意識が成立する。

学問の歴史をかえりみると．いっけんなん

の関係もなく．研究当事者相互に相手に対

して「我不関焉」といった態度を保ってい

る二つの領域や二つの間癌が．その成果に

おいては密接な関係を保つことになるとい



う多くの例がある。実際上はじめからあま

りに相互の関係を説きたてる場合よりも．

ここに述べたような場合のほうが．かえっ

て関連性を生みやすい。意欲における関連

よりも．成果における関連の差であろう。

文質彬々とはこういう情勢をいい表わした

ものであろう。

rアジア経済」は，アジア経済研究所の

研究業績を所外に対して示している．いわ

ば研究所の顔である。両親からもらった顔

ではなくて，われわれ自らがつくっていく

顔である。メーキャップbなく常にその素顔

をさらけているところである。この顔他人

に示されること100回，はたしてどれだけ

の洗顔をなし造作を磨いたか。学問研究の

うえからは10年の歳月はそれほど長いもの

ではなく．10年の昔は速いものではない。

しかし．来たるべき10年は，長く遠い通行

であるともいいうる。釆たるべき10年の間

に，単に一研究所の顔としてだけではなし

に，アジア（その他の諸地域）を真実に伝

える顔たりうるかと思うとき．特にそう感

ずるものである。しかし意欲あるもののみ

が天の一角に美女を見ることができるであ

ろう。

昭和45年（1970年）

鴻外書員研究員受入について（rViSitimg

Re8e8reh Fellow Progr8m」豪内雷

から）

hstittJte Of Developing Economies

intendS tOin＆ugurate a neW prOgramme

in which those who are engagedinarea

studies or economic p18mning of the

developing countries will beinvited to

theInstitute as visiting research fellows

to participAtein the joint projects to

be carried outin　theInstitute with a

view tointerchanging SChol＆rly attJLin－

ments and contributing to the promo－

tion oI research．

rアジア動向年輪J発刊に鑓って（3月

所轟小倉畿－）

アジア経済研究所はもっと・“役に立つ“

働きをして欲しいとの声がある。こういう

声があるとないとにかかわらず，小役に立

つ｛　ことはわれわれの急務でなくてはなら

ず．ましてこういう声があるならば，これ

に大いに耳を傾けなくてはならない。そし

て，われわれの活動に反省を加えなくては

なるまい。

一役に立つ【という視点からだけではな

いが．この研究所の中心的活動は．発展途

上の諸国についての人材を養成すること，

これらの国に関する図書・統計・資料を収

集整理すること，これらの国に関する調査

研究をおこなうことの三つに大別できよう。

むろん，これらの活動は相互に補完的なも

のであって．それぞれ別のものではない。

いわば，この三つの活動はバランスト・グ

ロースの遠を辿るべきものであろう。

アジア経埼研究所が発足してからほぼ10

年になる。10年前にこの国でいわば未開拓

の処女地に款を入れたこの研究所にとって

は，人材の養成は基本的な使命であった。

そして，いま中堅の調査研究者たちが育ち

つつあり．所内での活動ばかりでなく，所

外にも若干の寄与をなしていると侶ずる。

図書・資料についていえば．所蔵するもの

7万冊に達し，統計い斬次整備されつつあ

る。

また調査研究の成果の発表としては　月

刊rアジア経済」，季刊英文独誌か帥掃叩－

hg Econ0mie古のほか年々相当数の図書

を刊行している。このたび発刊をみる　rア

ジア動向年報J　もその一つに加わることに

なるのである。

調査研究そのものは　一役に立つ”という

観点も考慮して，しばしば実用的なものと

基礎的なものに分たれる。実用的なものと

いうのは，すぐに“役に立つ｛ことを含意し

ているのであろう。最終需要者の需要を充

たすものともいえそうである。この　rアジ

ア動向年報」の刊行は．どちらかといネば

実用的な調査研究であり，年報という形で

この種のものを刊行するのは当研究所初め

ての企図であって，“役に立つ”ようにとの

念願に基づく努力の成果だといえよう。こ

の年報の特色は，主として現地の各国の新

聞数十紙の記事を基礎とし，これに各種の

資料を加え．さらにまた出来る限り実際に

現地での調査をおこなって．出来上ったも

のだという点にある。いわばファースト・

ハンドの年報である。それだけに担当者の

努力はなみなみならぬものであるといわな

ければならない。ここに監修に当たられた

諸先生，執筆を担当された所内外の諸氏に

感謝の意を表したいと思う。（中略）

一役に立つ“ためにはこの研究所内の志

向によるところも大きいが．この研究所外

からのアプローチによるところも大きいに

ちかいない。研究所内の志向の一端はこの

年報で示されたといえる。その年報の発刊

を機会に，いっそうの研究所外からのアプ

ローチを念願する。活用と叱正を賜りたい

のである。

昭和46年（1971年）

鞭済協力センタ一別鷹について（11．27

日本自転■撫集会へのr自転霊等機械工

業攫興事集に間する欄助食交付雷ヨ雷J

から）

当研究所では，かねてから発展途上国の

社会・経済発展に関する調査研究の深化を

図るために，海外の地域研究者等を招いて

共同研究を行なうことの必要性を認め，そ

の制度化に努めてきたが，昭和44年度から．

あらたに海外客員研究員制度を開始するこ

ととなった。また．国連アジア極東経済委

員会（エカフェ）では．第23回稔会におい

て，域内諸国の統計専門家を養成するため

アジア統計研條所を東京に設置することを

決譲し，わが国政府は，この施設を当アジ

ア経済研究所内に設置することを決めた。

これらを契機として当研究所の事業活動は．

従来にもまして．いっそうの国際的広がり

をもつことになる。

とくに．海外からの地：峻研究者をはじめ

各界の来訪者も．今後はますます増加する

ことが予想されるが，これらのひとびとの

ディスカッション，国際シンポジウムの場

として．さらに当研究所の研究成果普及の

ための広報ゼミナールや講演会に用いる国

有の施設として，ぜひとも同時通訳設備を

そなえた会議場（兼小講堂）を整傭するこ

とが必要である。

当研究所は，海外技術協力事業団と共同

で建設する経済協力センター第2期庁舎の

一部として，国際会議場を建設する計画で

あるが．同時通訳l設備工事ならびに付帯傭

晶購入に要する自己財源が不足するので補

助金の交付を必要とする。

申すまでもなく海外研究者との研究交流

によって当研究所の調査研究をはじめとす
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る各事業活動の内容はいっそう充実し，そ

の成果が，ひいてはわが国と発展途上諸国

との経済協力や貿易の拡大に資するものと

なる。

なお．同時通訳設備には．最新鋭機種の

国産品を導入し．機会あるごとに．これの

海外への紹介にも努めたい。

経済協力センター国際会議場

建設補助事業の概要

1．事業の日的

アジア経済研究所は，アジア地域等と

わが国との貿易の拡大および経済協力の

促進に寄与するため．これら地域等の経

済およびこれに開通する諸事情について，

基礎的・稔合的な調査研究を行なってき

た。

発展途上諸国の経済開発とこれに対す

るわが国の援助に関し．国内的関心がと

みに高まりつつあるとき，当研究所が担

うべき役割もいよいよ重大となることを

隠激し，今後とも各方面の要望にこたえ

るよう各事業内容の充実に努力する所存

である。

ところで当研究所では，海外客月研究

員の受け入れ開始ならびに国連アジア統

計研修所が当研究所内に設置されるのを

機会に．今後ますます国際的活動の分野

が拡充されるわけであるが，海外研究者

との共同研究，国際的シンポジウム等の

活動を本格的に展開するためには．どう

しても固有の施設を必要とする。また，

当研究所の広報活動のひとつである中小

企業を対象としたゼミナールや講浪合も

会場確保が容易でないため，充分に開催

することができない現状であり，このた

めにも固有の施設を整備することが焦眉

の急となっている。

以上の諸事情から，経済協力センター

第2期庁舎の建設を機会に，国際会議の

需要にもこたえられる同時通訳設備付き

会議場を設けたい。

当研究所が固有の会議施設をもつこと

により，機械工業をはじめ各産業部門中

小企業者に対する広報活動をいっそう充

実・強化することができ，さらに諸外国

からの来訪者も著しく増加して，国際的

な交流が活発となることはもちろんであ

るが．これらのことが，やがてはわが国

と発展途上諸国との貿易の振興と経済協
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力の推進に寄与するものとなろう。

なお，同時通訳設備には，ごく最近開

発された最新鋭の国産品を導入し，これ

を海外に紹介する面でも大いに努力を傾

ける所存である。・

2．事業の遂行に関する計画

（1）事業計画の内容

上記日的達成のため，次の計画に基

づき国際会議場を建設し，同時通訳設

備を設置する。

（イ）構　　造：鉄筋コンクリート造

り，地下1借地上8階

建て庁舎（7，294m2）

8階の一部

（ロ）床　面積：244．8m2

台頭重　　　　175m2

通訳ブースおよび

調整室　　　28．3m2

ロビーおよび倉庫

41．5机2

（ハ）机2・単価：建築工事

86．400円／mZ

内装工事

50，430円／mZ

（ニ）　国際会議用同時通訳設備を設置
する。

昭和48年（1973年）

通商産集省からの「経済開発分析委託■

蠣」について（r昭和Il－19年度アジア

線済研究所年輪」から）

昭和48年度より新たに通産省よりの委託

事業として，わが国のアジア諸国等に対す

る経済協力の効率化に資することを目的と

して，経済開発分析事業を実施している。

この事業は二つの主要内容を含んでおり，

一つは当該諸国の経済開発の実態と諸方軋

および先進諸国よりの経済協力の望ましい

あり方について，恒常的に分析を行ない，

その成果をカントリー・レポート（国別年

次報告）にとりまとめるものであり，他の

一つは域内協力の促進に寄与するために，

各国の研究者の協力を得て，将来のアジア

地域の発展ビジョンを策定しようとするも

のである。

昭和50年（1975年）

r中真総合研究J刊行の辞（9．1所長轟

手本鼻）

アジア経済研究所では，昭和50年度から

3カ年計画で．イランおよび東アラフ■諸国

を調査対象地城とし，戦後の経済・社会・

政治の変動について稔合研究を行なうこと

になり．そのため統計調査蛙，産業・社会

構造調査】姓および政治変動調査班の3址か

らなるプロジェクト・チームを編成した。

それぞれの調査蛙のねらいは次のとおり　で

ある。

統計調査蛙は，過去10年の基礎統計と関

連統計情報の収集・慾価の促進をはかり．

かつ統計数値の評価・加工を行ない，これ

ら地域の経済・社会構造の定量的分析に資

することを目標にしている。産業，社会構

造調査】鑑は，産油国および非産油国の産業

構造の変化を社会的諸条件の変動との関連

において調査し，とくに1950年代以降の長

期的な変動をふまえて現状をおさえること

を目標にしている。政治変動調査班は，対

象国が当面してきた基本的政治闘将に内政

と国際政治とのからみあいから接近し，と

くに1950年代以降のいわば戦後史的把握の

上にたって現状を解明することを目標にし

ている。

これらの3鑑からなるプロジェクト・チ

ームは．本年6月から調査活動を開始した。

調査活動の開始以来．わずか3カ月しかた

っていないが．中東諸国および欧米諸国に

おいて刊行されている新開・雑誌，あるい

は関係資料・情報の収集・整備も順調に軌

道にのり．またここに3カ月間の活動の成

果を「中東総合研究」第1号として刊行す

るに到った。

この「中東総合研究」（英文名〟id（〃e

Eαgf RepfeW）は，プロジェクト・チー

ムの調査成果を四季報の形で発表するもの

であるが，厳密な意味での定期刊行物と云

えぬかも知れない。なぜならば．このプロジ

ェクト・チームの活動期間が予め3カ年に

限定されており．「中東稔合研究」の刊行

もまた3カ年を予定しているからである。

しかし，活動期間中は，四季報として定期的

に刊行されるものである。本年度は3つの

号，第2年度および第3年度にはそれぞれ

4つの号，計11号が刊行される予定である。



ここに刊行きれた第1号にみられるとお

り，「中東総合研究」の記事は4項目から

なっている。現地調査報告，論文・評論，

資料紹介および調査研究機関紹介の4項目

がそれである。第1号は，前述のとおり．

倉皇の間に作成されたので，それぞれの項

目のすべてについて必ずしも十分に納得で

きるものにはならなかった。大方のご批判

をえて，第2号以後さらに充実した編集を

行ない．ご期待にそえるよう努力したい。

この「中東稔合研究」のほかに，これを

補完するものとしてタイプ印刷の形で「中

東総合研究資料」を準備している。本年度

の第1号には．10月戦争以後の政治・経済

の新しい動きについて書かれた海外の論調

などの邦訳を収録する予定であるが，「中

東稔合研究」と同様，大方の利用に供した

いと願っている。

きて，わが国における中東諸国あるいは

現代中東問題に対する関心は．オイル・シ

ョック以来急速に昂まった。中東問題に関

する調査研究機関あるいは調査研究部門も

急速に拡充されつつある。当研究所の中東

総合研究プロジェクトも．このような日本

的状況のもとで立束策定されたのであり．

見方によっては泥棒をみて鶏をなう藷を受

けるかも知れない。しかしわれわれは，泥

棒をみて織をなおうとしないよりは，なう

方がよいと思っている。いささか下素な比

喩を使ってしまったが，われわれの当面す

る兼務は，少しでも多く，少しでも正確に

現代中東問題の解明に資するとともに，将

来のわが国における現代中東研究の飛躍を

ねがって－礎石を投ずることにあろう。わ

が匡＝こおける現代中東研究の拡充のため，

人と組織を育てる目標をとくに重視したしも

これは．このプロジェクト・チームの編成

に当って当研究所の前会長小倉武一氏もか

さねて力説きれたところである。

われわれはまた，現代中東問題の調査研

究－大学・研究機関から業界の調査機能

までを含む広い意味での調査研究－を何

等かの形で連絡調整する必要性を痛切に感

じている。各機関の間の連絡調整は，云う

は易く行うは難い性質のものであるが，こ

のプロジェクト・チームの活軌そして「中

東稔合研究」四季報等の刊行を通じて．出

来うる限りそのような方向に協力したいと

願っている。

最近の海外専門誌にあらわれたジャン＝

ピエール・：ブマンやジャン＝リュック・ド

ムナータの論文にもあらわれているように，

日本の中東に対する関心の在り方自体が外

国人の大きな関心の的になっている。頬似

の論文・評論は枚挙に暇ないほどである。

われわれの最終目標としても日本における

様々な機関．様々な人々の中東理解が正確

に外国に，とりわけ中東諸国の人々に伝達

され，逆に日本の中東政策や中東理解に対

する外国の，とくに中東諸国の人々を正確

に受けとめることが必要になるであろう。

人と人とのふれあい．いわゆるナショナル

・フィーリングの相互理解なくして，われ

われの中東閉場研究は満足できるものには

ならないであろう。その意味で．このプロ

ジェクト・チームの活動が様々な次元で人

と人とのふれあい，心と心のふれあいを少

しでも深めるのに役立つならば幸いである。

こんご3カ年のわれわれの活動に対し，大

方の叱正を願ってやまない。

昭和52年（1977年）

特別海外共闘研究　rl．D．E Joillt

ReSe8reh Progr8m Serie8J刊行のこ

とば（3月　所轟貞子木昇）

As part ofits researCh program，

Institute of Developing economies．

Tokyo，Japan，Started theJoint Re・

search Program from fiscalyear1976－

77．The objects of thiS Program are

to promote social science research

into social，eCOnOmiC　＆nd politic＆l

problems of developing countries and

into the me＆nS tO SOIve these problemS

through c0－0Perationin researCh be・

tween developing countries aLndJapan，

and thereby to foster better mutual

understanding．

h carrying out these objects，Our

hStitljte

（1）Supports joint researCh teams to

be composed of scholarS Of developing

countries andits staEf members，

（2）holds joint discussion meetings

on the researCh results，and

（3）publishes or otherwise dissemi・

nates the researCh results and the

proceedingS Of the meetings・

LD．E．Joint ResearchProgramSeries

isintendedtomakepublic the researCh

result5　0f this Program．

rアジアトレンド」■l刊のことば（l月

所曇貞子木昇）

アジア経済研究所は，調査研究活動の一

環として，アジア諸国の経済・社会・政治

等の現状分析を行ない，その成果を「アジ

ア動向年報」などの形で公表してきました。

穀近のアジア各国における諸変化は，イ

ンドシナや中国などにみられるように．急

速かつ複雑なものがあり．こうした現実の

動きに即応する調査分析の機動性が要請さ

れております。

さらに，各国についての個別的情報のほか．

一国レベルにおいても．また地域レベルに

おいても，経済・社会・政治等の諸情勢を

ふまえた総合的判断と展望が求められてお

ります。

このような要請に応えて，研究所は．

「アジア動向年報」に加えて．あらたに

「アジアトレント」（季報）を刊行すること

にいたしました。

ここに，広く各界の御利用に供するとと

もに，内容についての卒直な御批判，御叱

正をたまわれば幸いに存じます。

r鷺料・惰嶋柏麟量について」（l．24　r乗

員途上四に関する鸞料・情報サービスの

拡充について」から）

Ⅰ　趣　　　旨

アジア経済研究所は．昭和33年12月設

立以来，（1）発展途上国に関する地域別・

事項別研究の蓄積（人材の養成）と（2）資

料・情報の収集・整備（資料センターの

確立）に努めてまいりました結果．（1〉150

人前後の地域研究者と（2）13万冊を越える

文献を中心とする彪大な資料・情報を整

備することができました。そこで，これ

らの人的・物的蓄積を十分に生かして．

最近のわが国と発展途上国との経済関係

の深まりに対応する当研究所の社会的役

割を果たすために資料・情報サービスを

強化しようとするものであります。とく

に．昭和53年度からは，海外投資法令の

機械検索の導入や資料・情報相談室の新

設などを通じて，情報サービスの迅速化
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とサービス窓口の一元化をはかろうとし

ております。

ⅠⅠ　サービスの内容と方法

（1）レファレンス・サービスの強化

①　資料・情報相談室の新設

当研究所の人的・物的蓄積を十分

に生かして社会の多様な要請に応え

るために昭和53年度から，図書資料

部内に資料・情報相書炎垂を設けて，

所内外に対する窓口を一元化いたし

ます。　　　　　　（以下略）

「専門図雷館協義金優秀鷺J受賞〔写真参照〕

昭和53年（1978年）

国連大半からの委託研究r技術の移転●

変容．開発－日本の縫験－」につ

いて（r四連大学年嶋相川－1日」から）

〔技術の移転，変容．開発－日本の経験〕

「日本の経験」プロジェクトは，近代日

本の工業化プロセスのなかで，在来技術と

外来技術がどのような相互関係にあったか

を見極めようとするものである。この目的

に沿って，工業化プロセスで生じた次の4

っの場合をとりあげて研究している。

①　輸入近代技術が伝統技術や在来技術に

とってかわった場合

②　前者と後者が共存した場合

③　近代技術が伝統技術にとってかわれな

かった場合

⑥　両方の技術が統合された場合
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それぞれの場合においてとくに重点がお

かれているのは，技術と労働力との関係

（労働者こそが新旧の価値観の「出会いの

場」であるため），近代技術の修得と普及．

産業管理システム，そして労働力の組織・

規律・条件などである。

「日本の経験」プロジェクトは東京．市

ヶ谷のアジア経済研究所によって調整され，

活動開始初年度にあたるこの1年は，日本

各地の23機関から34人の学者が研究に参加

した。（79年11月現在．参加機関の数は36

に達している。）参加機関は次の7つの研

究会に分かれて仕事を進めている。

くさ　技術と都市社会

②　技術と農村社会

③　鉄鋼業と鉄道

④　繊維産業

（9　雑貨産業

⑥　鉱　　業

（∋　北海道開発と技術移転

この1年間に．研究会ごとの会議が28回

開かれたほか．参加学者とアジア経済研究

所国連大学プロジュクト・チームのスタッ

フとの合同フィールド調査が30回行なわれ

た。このような活動を通して，初年度にみ

られた成果の主なものは次のとおりである。

①　日本における近代工業都市の発達は．

全国的規模での急速な都市化を招いたが，

その結果深刻な問題となったのは，熟練

労働者不足ではなく，むしろ失業や不完

全就業だった。

（診　都市人口を養うため，米の増産を目的
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とした近代技術の導入が必要となった。

農村社会はこの苦しい適応プロセスに順

応しなければならなかった。

③　鉄鋼産業は日本にとって新しく困難な

経験だったが，初期においては国家的基

本要請であった。日本人の技術者・科学

者が（外国から招碑きれた専門家の立て

た計画に逆って）真に日本の条件に適合

する技術を開発していった。鉄道敷設に

関しても同じプロセスがいえ，その結果．

完成した全国鉄道網は国家的統一に重要

な役割を果たした。

⑥　繊維産業は日本の工業化の主導セクタ

ーといえる。繊維産業の機械化が可能だ

った理由は，分業システム－生産過程

における分業および国内の地域別産業分

化の両方－が以前から日本に存在して

いたからである。しかし．輸入品にとって

かわり，さらには輸出産業になるまで成

長した一番の要因はなんといっても女工

たちの手先の器用さであった。

（9　日用品はほとんど小規模企葉によって

生産された。こうした産業のいくつか一

一ボタン，タオル産業など－において

は，その生産技術をもともとは輸入した

のだが，生産過程を数段階の作業に分割

し．作業によっては．不完全就業の農民

家庭の内職とするなどの工夫をしたもの

もあった。このような低簾労働力の利用

が，小規模企業に世界市場においても太

刀打ちできるほどの競争力を与えた。

⑥　鉱業は近代技術導入の典型的成功例で

あるが．それも輸送と排水の技術に限ら

れている。実際の労働システムは旧態依

然として続けられ後に深刻に問題化する。

現在までの研究活動の成果は途次まず研

究報告シリーズとして刊行されているが，

研究はさらに継続して行なわれる。プロジ

ェクト研究全体が終った段階で．各主題ご

とに包括的で最終的な報告書をまとめる計

画である。また．離島の開発例として琉球

諸島についての研究を行なう可能性を探る

ため，調査が行なわれる予定である。

〔撞　携1幾　関〕

アジア経済研究所（日本，東京－調整機

関）愛知大学法経学部（豊橋）茨城大学

人文学部（水戸）金沢経済大学経済学部

（金沢）金沢大学法文学部（金沢）関西



大学社会学部（大阪）県立仙台第一高等

学校（仙台）県立燕工業高等学校（森）

県立燕高等学校（燕）県立新津高等学校

（新津）国土庁計画・調整局計画課（東京）

三条市立図書館（三条）三条金物青年会

（三条）市立招垂高等学校（沼垂）専修

大学経済学部（東京）筑波大学人文科学

系（筑波）東京学芸大学（東京）東京工

業大学工学部（東京）　東京大学農学部

（東京）東京都政策室（東京）東京都立

大学人文学部（東京）東洋大学経済学部

（東京）東洋大学工学部（東京）新潟大

学教育学部（新潟）日本輸出金属洋食器

工業組合（燕）農林水産省農業技術研究

所土地利用部土地利用量（東京）花園大

学文学部（京都）　一棟大学経済研究所

（東京）一棟大学社会学部（東京）一棟

大学商学部（東京）　広島大学政経学部

（広島）文教大学女子短期大学（東京）

法政大学経済学部（東京）三井文庫（東

京）立教大学文学部（東京）和光大学

（東京）

アジア縫済研究所の今後の遍管につい

て（12．20　役員会決是〉

Ⅰ　事業運営の基本方針

1．発展途上国の経済・社会発展に関す

る基礎的・実証的調査研究を充実する

とともに，これを活用して，わが国の

縁済協力の推進に寄与する捻合的調査

研究をいっそう強化する。

2．資料・統計活動および広報活動の拡

充・強化をはかり，研究所諸活動の成

果について．各界の利用を積極的に促

進する。

3．発展途上国研究の深化と相互理解を

促進するため．国際研究交流を拡充す

る。

〔説　　　明〕

70年代初期の石油危機以降，国際政治・

経済の構造的変化が著しく．国際社会の相

互依存の高まり，発展途上国間の経済格差

の拡大，新国際経済秩序樹立の要求などに

より．南北間癌は新たな局面を迎えている。

とりわけ．わが国に近接するアジア地域に

おいて，その政治・経済情勢は流動的であ

り，新たな展開も予想される。

このような国際社会の変動の下で，近年

とくにその役割が高まりつつあるわが国は，

内外の基本動向を見定めながら．長期的視

野に立って．主体的に南北間用に取り組む

ことが事情されている。

このような情勢をふまえて，研究所は20

年にわたる基礎的調査研究の蓄積を活用し

て．上記の要軌こ対応できる稔合的調査研

究の比重を高める必要がある。

さらに．調査研究をはじめ．研究所諸活

動の成果を積極的に広報するとともに．蓄

積した資料・統計の外部利用の方式を拡充

して．対外サービスの向上をはかることと

したい。

加えて．調査研究を深化する有力な手段

としての国際研究交流を拡充することが緊

要であり．このことはわが国と諸外国との

相互理解の促進に寄与するところが大きい

と考えられる。

ⅠⅠ　各事業の実施方針

研究所の諸事業は上記の基本方針にのっ

とり．以下の実施方針にしたがって行なう

が，その具体的内容は各年度ごとに作成す

る事業計画で定めるものとする。

1．調査研究事業

1980年代の国際政治・経済構造の変動

下における．発展途上国の経済・社会発

展の諸条件およびわが国の経済協力のあ

り方を明らかにすることを目標として，

以下の分野において調査研究を重点的に

実施する。

（1）発展途上地域の国別．地域別の経

済・社会・政治等の実態および変動

に関する現状分析（例）＜インドシ

ナ社会主義諸国の経済建設の展望＞

など。

（2）発展途上国地域の国別．・地域別の

経済・社会・政治構造および特性に

に関する分析（例）＜中国の経済発

展とその規定要周＞など。

（3）発展途上諸国をめぐる国際政治・

経済関係に関する分析（例）＜AS

EAN諸国の地域協力の可能性＞な

ど。

（4）発展途上国の総合開発戦略および

経済協力の方途に関する研究（例）

＜中進諸国の工業発展とわが国の対

応＞など。

調査研究の企画および実施にあたっては，

とくに以下の点に留意する。

（1）調査研究課題の設定にあたってlも

研究所の各種諮問機関等を活用して

幅広く各界の要請を吸収するととも

に．所内においても企画機能を強化

して．社会的要請を先取りするよう

か課題設定につとめる。

（2）基礎的調査研究課題の設定につい

ては，中，長期にわたる計画化をは

かる。

（3）重点課題については．7■ロジュタ

ト方式等による組織的および学際的

研究を強化する。この際とくに，調

査研究要月の機動的配置に留意する。

（4）撞済協力との関連性の高い課題に

ついては，わが国のとるべき政策に

ついてのイン7°リケイションを明ら

か仁する。

（5）研究所の特色である現地主義（現

地籍，現地資料，現地調査等）によ

る調査研究をいっそう拡充する。

（6）国際機閑を含む国内外の調査研究

機関および専門家（社会科学以外の

分野を含む）との協力関係を強化す

る。

2．資料・情報事業

発展途上国に関する資料・情報の収集

を体系的に進めるとともに．所内外の要

細に応ずることのできる利用度の高い資

料・情報センターをめざして，以下の活

動を重点的に行なう。

（1）資料収集については，引き続き発

展途上国の経済・社会開発に関する

基本資料．研究文献の体系的収集に

つとめる。

（2）文献・資料の機械検索を段階的に

開発．導入して．大量な情報の迅速

かつ有効な利用をはかる。

（3）資料・情報相談機能をいっそう充

実するとともに．地図，マイクロ・

フイルム等の特殊賓料の竪償．閲覧

・保管施設の拡充．書誌・目録など

の作成によって，サービスの向上を

はかる。

（4）資料交換．書誌の共同編さん．専

門家の交流五どを通じて，資料活動

における国際協力を積壌化する。

（5）経済協力関係機関および発展途上

国研究機関との資料・情報に関する

相互利用の組織化につとめる。

3．統計事業
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発展途上国の基本統計の収集・評価・

加工を通じて，実証的調査研究のための

基本資料を整備するとともに．統計専門

家の国際協力を深め，さらに応用解析の

発展をはかることを目標として．以下の

事業を重点的に行なう。

（1）発展途上国の統計データを体系的

に収集し．主要統計指標については

国際比較可能な形で時系列的に整備

する。

（2）産業連関表，貿易マトリクスの作

成，人口予軌　価格指数分析などを

通じて発展途上国経済に関する分析

用具を整備する。

（3）国際協力を通じて．環太平洋産業

連関表を作成し．これを利用した経

済分析を進めるとともに，経済発展

に関する国別モチリレ・世界モチリレ分

析などを書式行する。

（4）統計データの機械検索および計井

サービスを強化する。

（5）電子計算機に対する所内外の多様

な要請に応じて，そのハードウェア

及びソフトウェアの機能を拡充する。

4．広報事業

研究所の事業成果について各界の利用

をいっそう促進することを目標として．

出版・講演会など各種広報活動の充実に

つとめるが，とくに以下の諸活動を強化

する。

（1）事業全般の実施状況および各事業

成果の利用方法について積極的に広

報する。

（2）出版，講演会などの各事業につい

ては．編集，企画の機能を強化し．

利用者層を明確にして，事業の効率

化をはかる。

（3）発展途上国の諸関越について，国

民の基礎的理解と現状認識を深める

ために，新たに公開基礎講座を開設

する。

（4）海外との研究交流の進展に資する

ため，英語その他の外国語出版物を

拡充する。

5．国際研究交流事薫

発展途上国研究の深化と南北間軌こ関

する相互理解の促進を目標として，発展

途上臥　先進国およびわが国の研究交流

をいっそう拡充するため，以下の活動を

重点的に行なう。

（1）発展途上国に関する海外の研究動

向の積極的把握につとめる。

（2）発展途上国．先進国およびわが国

の研究機関・研究者の協力による各

種の国際準同研究を拡充する。

（3）発展途上地域の主要地点に，現地

共同研究の実施．研究情報・資料・

統計の継続的収集などの拠点として

の「海外研究センター」を設置する。

（4）海外客月研究員制度のいっそうの

効率化をはかるため．その経験者の

組織化をはかるとともに，海外研究

者の受入れ施設を拡充する。

（5）研究所の研究成果を中心とするわ

が国の発展途上国研究の成果を現地

に積極的に普及・還元する。

昭和54年（1979年）

r旧櫨民地間係機関刊行物総合目線－

粛濃州鉄遭株式会社轟－J　刊行の序

（3月　新轟貞子木昇）

既刊の台湾編，朝鮮編，満州国・関東州

編に続き，r旧植民地関係機関刊行物稔合

目録J　の穀終巻として．ここに南満州鉄道

株式会社編を世に送る。

前3編におけると同様に．本編の編纂に

あたっても，関係資料を所蔵する別掲の大

学，研究所．図書館から多大のご便宜をい

ただいた。なかでも，慶応義塾大学法学部

法学研究室および国立国会図書館憲政資料

室は．それぞれ，「村上文書目録」（r法学

研究J第49巻第4号所載）．「山崎元幹文書

目録」の再掲を快諾きれた。また．とくに

本編では，米国議会図書館のアジア部日本

課および■ロー・ライブラリー板東課，ハー

バード大学ハーバード・イェンナン図書館．

カリフォルニア大学東アジア図書館．コロ

ンビア大学東アジア図書館，スタンフォー

ド大学フーパー研究所東アジア・コレクシ

ョンから格別のご協力をいただいた。

これらの内外各機関のご好意に対し．あ

らためて心から感謝の意を表する次第であ

る。

乎離シンポジウム嶋告雷　rSoutheaSt

A8i8in a Chmging WorldJ刊行の

ことば（〇月　所轟貞子木鼻）〔下記欧文

毎）奉照〕

昭和55年（19川年）

ThilandI叩山・0山pl止JointPrqjeet

rβd k　如血　書・00秒ゆff bbふe o′

ThdhndJタ7与」（Ⅰ．D．E．StatiBtieal

D8t8SerieS No．30）発刊はしがき（3

月　NESDB　事務総量　Ⅹrit Somba・

t8iri，アジア経済研究所轟鹿子木昇．

NSO嘉薦総量AmbhorれArumr8れ卵i）

〔下記欧文㊥参照〕

rァジ研ニュース」発刊にあたり（7月

所轟蘇峰久鶉）

このたび，アジア経済研究所は．「アジ

研ニュース」を発刊いたしました。

アジア，中東，アフリカ，ラテン・アメ

リカなどの発展途上地域にある国ぐにの問

題は．石油・エネルギー問題をはじめとし

て　昨今わたくしたちの日常生活に至るま

でいろいろな分野で影響を及ぼしています。

この「アジ研ニュース」は途上国の事情

についてさまざまな素材を提供し，これら

の国ぐにに対する皆さまがたのご理解をい

っそう深めるための一助となれば幸いと願

って刊行するものです。

ご愛読のうえ，積極的なご意見，ご批判

をお寄せくだきるようお願い申しあげます。

（新沢正禎編）

In recent yearS，the major changesin global politics＆nd

economy haVe affected both the developed and the deve1－

0ping nations．These were cauSed bythe oilcrisis；，a neW

waVe Of‘－resources nation＆lism，a gradualdecreasein

theinfluences of the United StateS and the Soviet Union，
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and others．

h Southeast　Asia，in particular，We have seenthe

greattranSformationsinthefaCtOrSthathaddetermined

internationa1relationsin Asia aS We11asdomestic poli－

tics，eCOnOmy，and societyin eaCh country of the region・



for three decades，Eromthe end of World WarII until

the ceasefire of the Vietnam War．

The Symposium on‘■southeast　Asiain a Changing

World’’waS held as part of the two－yearInternational

Joint Research project entitled“Asiain　the World“

startedin Apri11977．h the Symposium of the Eirstyear，

held on March15－17，1978，WaS tO be focused the cx－

amination ofthe political，eCOnOmiC，and social changes

in the SoutheaSt Asian countries．and theinternationa1

relations surroundirLgthe region，tOday andin the future，

through　the empiricalanalysis of the ASEAN nations，

autonomous efforts towards politicaland economicinde－

pendence■theapproachesofthe United States・theUSSR・

China，Japan，the EC，and other outside nations toward

S。utheast Asian countries，and theinteraction of these

approaches・Afurtheraspect to be considered would be

the new relationship that should be createdforfriendly

cooperation betweenJap8．n and the other countries of

Asia．

After the Vietnam War，One Of the most remarkable

changeis that there emerged two blocs of nationsin

Southeast Asia competing with each other while coex－

isting．h China，the new regimeis paving the way to

the moderni2：ation of agriculttlre，industry，SCience and

technology，and national defense．Under these circum－

stances，ASEAN countries haYe endeavored to attain

their resilience oE politicS and economies．TheInbochi－

nese Socialist countries are also striving for their

economic reconstructionin each way．

I sincerely hope that this Symposium would produce

manyfruitfulresultsandcontributetotheprogressof our

researchactivitiesthroughfrank andfriendlydiscussion．

The　71Sefulness ofinput－Output tables for economic

planning and analysis has been recognized for decades．

However，due to data deficiency and both human and

financialresourseconstraints，Thailandhas only recently

joinedcountrieshavingcomprehensiveinput－Output tables．

It was not unti11973　that serious discussions on　the

COmPilation ofinput－Outputtables tookp18．Cein the office

of the National Economic and Social Development Board

（NESDB）and　the National Statistical Office（NSO）．

Interestin constructing the tables；WaS generated mainly

by the need for them to formulate the Fifth National Eco－

nomic and Social Development Plan of Thailand．It was

felt thatin order to provide a firm foundation for the

Plan，the existing data on social accounts of Thailand

had to beimproved．This could be done by utili2：ing the

framework ofinput－Output tables．It was felt thatin the

process of constructing the tables，inconsistencyin the

available statisticaldata could be traced and effectively

eliminated．Furthermore，tOgether with the existing na－

tionalincome accounts，the tables could provide valuable

information on the sectoralinterdependence of economic

activities as well as thelinkages between final demand

（such as consumption expenditures，CapitaI formation，

exports．andimports），COStS Of production，Value added

（suchaswagesandsalaries，Operatingsurplus，andtaxes）

andtheindustrial outputs of the economy．The construc－

tion ofinput－Output tables was also considered to be a

step toward completing the New System oE National

Accounts for Thailand．

Encouraged by the SuCCeSS Of the joint effort of the

Japanese experts and the concerned officials of the

hdonesian Governmentin constructing the hdonesian

hput－Output Table of1971，the NESDB and NSO oE

Thailand and the hstitute of Developing Economies of

Japan（IDE）agreed to undertake the present projectin

1976．Dr．Warin WonghanCha0，the Director of the Chu－

lalongkornUniversity Socia1ResearChlmstitute（CUSRI），

WaS appOinted Director of　this project．h addition to

NESDB，NSO，IDE and CUSRIpersonnel，the project waS

Eortunatein acquiring　the continuotJS aSSistance of the

Japan hternational Cooperation Agency（JICA）which

generously contributed two Colombo Plan experts，Dr．

Shoichi Yamashita and Mr．SeiichiIshida，tO prOVide

technical expertise and to guide　the aCtual process of

COmpiling the tables presentedin this report．

Theresults ofthe presentproject8．republishedin two

separatevolumes／B8Sichput－OutputTableof Thailand，

1975”zLnd∵hput－OutputTable ofThailand forAnalytical

Uses，1975．”The background of the present projectis

describedin the present volume．Supporting and analy－

tica1tables are notincluded however．The volume aims

at prOViding users with all the necessary basicinfor－

mation on the comprehensive table covering180sectors．

For practicalpurposes supporting and analytical tables

of180　sectors are notincluded．Those who areirLter－

estedin the data provided by these tables are advised

to contaCt the NESDB and　the NSO．

On behalf of　the Board of Directors oE the Thailand

hput－OutputJoint Project，We hope that the present

report willbe found useful by8．11its users and we weI－

COmeany COmmentS that will help toimprove the future

development L）finput－Output tables for Thai18．nd．
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